


 

②：「最近の金融経済情勢と島根県経済の課題」について 

    １．個人部門や企業部門における経済・物価情勢について 

    ２．項目別の消費者物価上昇率（除く生鮮食品）から見える物価の動きについて 

    ３．賃上げ率の推移からみえる物価の動向について 

    ４．｢リーダー企業｣の雇用人数判断や正職員の年代別の転職率から見える賃金上昇の 

背景について 

    ５．日本の人口減少と労働者不足への対応について 

    ６．男女別就業率の変化から見える労働者不足への対応の方策について 

          （技術の活用）（他社との資源共有・分業）（従業員の能力発揮） 

    ７．脱炭素への取組の加速について 

 

 

（所 感） 

    ・ 例年全国２箇所で巡回開催される講演会が、今回は島根県での開催ということから参加して       

みた。参加予定者数は139名で各市町村の首長もしくはこの補佐役、さらには県や市町村の議員

も出席していた。加えて総務省で交付金や補助金の配分を統括する自治財政局長の講演とあって

県や市町村の財政担当者も多く出席していたが、浜田市からは私１人のみだったので０人でなく

てよかったと感じた。 

    ・ 自治財政局長からは、低所得世帯支援枠（1.1兆円）及び推奨事業メニュー（0.5兆円）等

については国会で補正予算成立後に前回の予算総額の場合とほぼ同率の配分を予定しているので

各県や市町村においては前回と同率の配分額を想定して補正予算の準備に取組んで国民に速やか

に届くように早期執行の依頼があった。このことは浜田市の財政課長にも資料等と共に報告し、

浜田市においても遅延等がないように対応をお願いしたので、講演に参加して情報を持ち帰った

意義は大きかったと感じた。 

    ・ 18.6兆円の地方交付金の概要説明とともに国が推進する地域のデジタル化や脱炭素化、赤

字ローカル線への財政措置、会計年度任用職員に係わる給与改定、こども・子育て施策の強化な

ど考え方を局長より聞くことができたので国のやる気の度合いを生で感じることができた。 

    ・ 日本銀行松江支店長の長谷川氏からは国内の経済・物価情勢の動向の説明を受けたが、コロ

ナ後の回復傾向の中で労働者不足が進行し特に若年層の取り合いや賃金上昇が進む背景の理解が

できた。 



 

    ・ 今後は、少子化が進む中で地方だけでなく全国的な人口減少となり労働者不足への対応が迫

られている。AI技術やロボット技術の活用などハード面の変化だけでなく他業種との共同展開

や地域や時期あるいは時間帯によって分業や兼業等の働く上での個人や社会のソフト面における

意識改革の必要性を感じることができた。 

    ・ 先進国の脱炭素への取組状況の説明を受け、サプライチェーンを通じての中小企業への脱炭  

素要請が加速する方向にあることの現状を再認識した。浜田市に対しても有効な提案ができるよ

うに今後も研鑽を重ねていきたい。 

 

 

 

 

 

 

講演中の大沢自治財政局長 

 


